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１．本研究の目的・対象・方法 

 本研究の目的は、米国都市学区において導入された学校選択制の実態とその成果に関し

て、教育の質の保障のあり方と学力向上効果の有無に着目しつつ、実証的な分析を進める

ことにある。その目的のために、ウィスコンシン州ミルウォーキー市学区を対象として学

校選択の展開過程を調査したが、ミルウォーキー市学区においては(１)いかなる政策目的

のためにどの様な学校選択が導入されてきたのか、その導入目的と経緯を明らかにするこ

と、（２)公教育としての教育の質を担保するために、教育行政局はいかなる｢基準・スタ

ンダード｣ を設定して各校に対する ｢事後評価｣としてのアカウンタビリティーを追及し

ているのか、（３）選択制推進派が主張するように、学校選択制の導入は学区生徒全体の 

｢学力向上｣を促すことができるのか、という３点を調査分析の視点とした。 

２．論文の構成と内容 

 上記のような研究的立場から調査を進めてきた本研究の成果を、５章に分けて収めた。

第１章では、ミルウォーキー市学区において学校選択の導入以前に継続されていた伝 

統的な｢近隣学校制｣の就学形態と学校経営の枠組みを確認し、その後の選択制導入との 

比較の対象とした。｢近隣学校制｣は、1919 年から約 60 年間継続されてきたものであっ 



たが、当時の教育委員会は制度上の利点を、①学校と住居の近接性の点において子ども 

が学校教育を受けることを親が支援していく上で最も適していること、②学校と地域との

連携を高め、近隣に居住する児童生徒の必要性に適った学校教育を実施していくのに都合

がよいこと、③児童生徒の学校・家族・近隣地域での生活の分離を最小化することができ

ること、の三点に見出していた。特にこれらの利点については、1960 年代には｢居住地域

に基づく人種別学｣が違法とされる中で、当市が近隣学校制を継続する理論的根拠となっ

たことを、以下に続く章の導入として位置づけた。 

 第２章では、人種統合を目的として 1976 年に導入された初めての学校選択の取り組み

である ｢マグネットスクール｣ と ｢チャプター220｣ の導入と発展経緯を示した。特にマ

グネットスクールに関しては、当市教育長であったマクマリンが連邦裁判所による人種統

合命令が下される以前に計画していた。特色ある教育を提供する選択制の学校を開講する

構想としての『オールタナティブスクールモデル』が実践の下敷きとなったことを明らか

にした。また、マグネット校での「特色ある教育」の実践においては、「公教育の質」を

担保するために教育課程に「公立校としての最低基準」としてのスタンダードが設定され

ており、基準を踏まえた上での各校の教育内容と方法に関する裁量権が寝とめられていた。

さらに、独自の雇用体制で募集・採用されたカリキュラム・コヘディネーターという専門

職員が、カリキュラムを開発・編成して教職員の教育実践を指導・援助していくという、

他の一般の公立校には見られない組織体制が確認された。しかしながら、学区内の総ての

学校と同様、「アカウンタビリティー・プラン」と称する「学力テスト結果」や卒業率な

どを含めた市民への公表を前提とする厳格な「事後評価」 が実施されており、こうした

「教育の質」の保障のためのプロセスは「特色ある教育」の開発を促すために選択制導入

を進めるわが国の自治体に対しても示唆に富む事例となることを示して結論とした。 

  第３章では、まず第１節において、全米で初めて私立学校を対象としたヴァウチャー

制である「ミルウォーキー・ペアレンタルチョイスプログラム」の導入と発展経緯を記述

した。90 年代におけるヴｧウチャー制導入の背景には、人種統合の為に遠地へのバス通学

を強いられるよりも近隣で学校教育を望む黒人層と、公立・私学間に生徒の獲得競争を講

じることで学校教育の改善と学力向上を期待した経済界の利害の一致が存在した事実を

明らかにした。そこでは、当市の私学選択制が低所得者層への教育機会均等を促す施策で

あることを明示するかのように利用者に対する「所得制限」がもうけられていたが、利用

者総数についても 15,000 人という「制限枠(cap 制)」が存在し、学区内の公立校の経営を



守るような特徴が確認された。つまり、当市の私学選択は｢公立と私学の間で生徒の獲得

競争を通して教育現場に自由な市場を形成する｣というフリードマン型の選択制とは様相

を異にするものであることが指摘された。 

 続く第 2 節では、ヴァウチャー制に続き 90 年代後半に開設が進み、学区教育行政機関

の管理・統制を離れて独立した学校経営を認められた公立学校としての｢チャータースク

ール｣に関して、当市における導入とその実態を明らかにした。特に、授与機関であるミ

ルウォーキー市学区との｢契約｣条件として存在する｢成果基準の到達｣を目標としたチャ

ーター校の教育実践を一般の公立校と比較の上で論じた。その結果、学力テスト成績を契

約更新の「成果基準」に掲げながらも、総てのチャーター校が一般公立校の成績を大きく

凌ぐほどの成果を上げているわけではないことが確認された。さらに、チャーター校の教

育内容と方法は学区内の一般の公立校と比較しても傑出した「革新性」を見出せるものと

は言い難いが、チャーター校への訪問調査や教職員へのインタビューを通して、学区教育

行政局の統制を離れ、校長の卓越したリーダーシップの下で迅速かつ柔軟な学校運営が可

能となるという「チャーター化」の利点が明らかにされた。 

 第３節においては、ウィスコンシン州内全ての学区への自由な（公立内の）学校選択を

認める試みとしての「オープン・エンロールメント制」に関して検討した。この「学区外

選択制」は 70 年代に導入された「チャプター220」のように人種統合を目的とするもの

ではなく、「自由な学校選択の機会」を総ての生徒に対して保障する施策であった。しか

しながら、利用者が最多のミルウォーキー市学区を除くと州内の生徒全体としての利用は

増えておらず、学区間の境界地域に住む白人層を除けば大方の市民は遠方の学校よりも居

住する学区で子どもを教育したい、と考えている結果が明らかにされた。さらに、導入時

に生徒の他学区進学を認める際の認可条件の一つとされた「人種統合の実現をめざした人

種構成への配慮」が 1999-2000 年度から当制度規定から外されたことが、ミルウォーキ

ー市学区での白人生徒の他学区（当市郊外の白人郊外学区）への進学に拍車をかけている

危惧すべき事実を指摘した。 

 第４章では、当市において約四半世紀の間に導入・展開されてきた各種の「学校選択制」

の成果を「学区全体の学力向上」という視点から分析し、その政策としての意義と限界を

検討した。結論として、多種に及ぶ選択制の導入と利用者数の大幅な増加にも関わらず「学

区全体としての学力向上」には効果が見られないことが確認された。その原因としては、

ヴァウチャーの利用が低所得者層に限定されている上に利用者数の上限枠が存在してい



ることが公立側に潰れるほどの危機感を抱かせるほどの競争意識を促すことを難しくし

ていること、ヴァウチャーの支給額が低額に抑えられており零細な私学経営を支援するほ

どのインセンティブを持つものとしては機能していないことを指摘した。また、全米で最

も黒人雇用が停滞する当市では青年期の黒人生徒が明るい経済的見通しをもてない現在

の社会経済状況が生徒の学習意欲を減退させている事実を示唆した。さらに、教育困難な

学校現場を支援していくには低額といえる当市学区の予算も学力向上を阻む一因となっ

ていること、教育特化校としてのマグネット校や白人も利用可能になったオープン・エン

ロールメント制が学力と教育への関心の高い層を「すくい取って」おり、近隣地域に取り

残された生徒層の向上を困難にしている事実をもう一つの「限界」の要因として指摘した。

他方、こうした限界が指摘されながらも、選択制の利用は増加する一方であり、それまで

公立の教育に満足していなかった低所得者層に新たな教育機会を保障する取り組みとし

て市民に大きな支持を集めているとう意義を論じた。さらに、学校選択の拡大に伴い、多

数の私学が隣接する都心部の公立校教員は「親・市民への対応」を強く意識するようにな

り、教育現場に教育効果を高めるための「革新」がもたらされた事実を確認した。 

 第５章では、人種統合政策としての学校選択を見直す施策として導入した「近隣学校計

画」の実態を検討し、当政策の可能性と限界を指摘した。特に、私学選択制やマグネット

校を中心とする学校選択が実際には一部の生徒層を「すくい取る」ものとなっているとす

る懸念が強まるなか、「近隣学校計画」は「取り残された生徒層」に対する学力向上の目

的も含めて、各校で学童保育や保健医療プログラム等のパストラルケア的な事業の「福祉

的施策」を展開して近隣地域の子育て事業の拠点となるという位置づけが明確にされた。

さらに、本計画の下では各校が教育行政局の統制を離脱し、①学校を基礎とした教員雇用

人事、②学校を基礎とした財務、③チャータースクール化によってこれまで以上に自律的

な学校運営が可能となっていることを指摘して、この点が雇用人事や財務の管理を教育行

政局が制御してきた「近隣学校」とは様相を異にするものであることを確認した。 

 終章では、ミルウォーキー市学区を対象する本研究全体のまとめを論述し、学校選択制

導入が進む近年のわが国の教育改革に対して示唆しうる点を示し、本論文の締め括りとし

た。 

 

 


